
東南アジア研究 19巻 3号 1981年12月

東南アジア輸出成長の諸要因

- 需要サイ ドからの計量分析 (1967-1976年)
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Factorsofexportgrowth areanalyzedquanti-

tativelyfrom thedemandsidefortheregion Of

SoutheastAsiacoveringIndonesia,Malaysla,the

Philippines,Singapore,Thailand,Ijlong Kong,
andKorea. Thestudydependsexclusivelyonthe
tradematrixofESCAPconstructedinbothcurrent

andconstantpricesfortheperiod1967-1976･A

constant-market-sharesanalysュs,SuPpjLementedby

importfunctions,constitutestheanalyticalframe-

workofthestudy. Thisisademandapproach,
anditsvalidityistheoreticallylnVeStlgatedfrom

the viewpolnt Of supply-demand equilibrium

analysis.

Thesevencountriesshowedin generalafavor-

ableexportperformancefortheperiodof1967-
1976.1tisparticularlyremarkabletllatallseven

Ⅰ 序

開発途上国 (LDC)にとって, 輸出は, そ

の生産物 に対す る不可欠の需要を構成す ると

同時に,開発 に必要な資本財や原材料の輸入

を可能にす る外貨獲得源で もある｡ その意味

で輸 出は経済発展の主要 な原動力 とみ な さ

れている｡ しか しなが ら, 戦後期 に お け る

LDCの輸出パ フォーマ ンスは,必ず しも良好

であ ったとは言い難 い｡表 1にみ られ るよう
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countrieswereabletostrengthentheirexportcom-

petitivenessatthemicrolevel)increasingtheirmar-

ketsharesontheaverageforindividualcommod-
itiesinindividualmarkets. Thismicro-levelcom-

petitivenesswasstrengthenedslightlylJyfavorable

marketcompositions,butweakened considerably

byunfavorablecommoditycompositions,resulting

in moderatedexportcompetitivenessattheoverall

macroleveL ThePhilipplneSJWhichexperienced

anoverallsharedecrease,1SaWeakexampleofthe

"aggregation paradox." Theshareincreasesat

themi Crolevelwerecausedmainlybythescale

effect,which reflects non-prlCC CO-Petitiveness,

ratherthanbythepriceeffect)Whichre鮎ctsprlCe

competitiveness.

に,特に1950年代 と1960年代 における LDC

の名目輸出 (輸出所得) の成長 は世界平均を

大幅に下 まわ り, 結果 として,LDCの輸出

が世界市場 に占めるシェアは低下傾向にあ っ

た ｡ この傾向は1970年代 に入 って若干改善 さ

れ,非産油 LDCの場合で も,その輸出成長

は世界平均 とほぼ同 レベルとな り,世界市場

における13%台の輸出シェアを維持す るに到

っている｡

東南アジア ･東 アジア諸国の戦後期を通 じ

る輸出パ フォーマ ンスは,LDC全体のそれ

とは若干異 なる｡ ASEAN 5カ国- イン
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表 1 輸出成長の実績 (名目)

(年平均複利成長率,%)

1950年代 1960年代 1970年代

) (6ヲ5-96竺6｡) (

8

4

0

8

6

6

19.8

23.8

19.5a

インドネシア

マ レー シア

フ ィ リピン

シンガポール

タ

香

韓 国

台 湾

-2.8 -1.9 33.9

-0.4 3.7 21.5

4.4 6.4 16.2

-2.0 2.5 25.7

1.2 6.6 23.3

-0.3 13.4 21.3

3.7 40.0 38.5

4.1 21.4 31.lb

(荏) 1950年代と1960年代における世界･LDC
･非産油 LDCについては,Cohenand

Sisler[1971:Tablel]を参照｡それ以外

は,UNStatistt'caZYearboohおよび UN

MonthJyBuZZezi710fSzattszic∫より計算:0

1950年代と1960年代の期間のとり方は,

CohenandSisler[Zoc.lit.]に合わせた｡

マレーシアは,西マレーシア ･サバ ･サ

ラワクの合計｡

a.非 0PEC開発途上国の輸出成長率｡

b.1977-78/1969-70について,Stazist3'caZ

YearboohoftheRePubhlcofCh'na(1979

年版)より計算｡

ドネシア ･マ レーシア ･フィ リピン ･シンガ

ポール ･タイ- の場合,1950年代 と1960年

代 における輸 出成長 は,各国の特殊性 に対応

す る差異 が 小 さ くない ものの,1)LDC 全 体

1)1950年代と1960年代における ASEAN 各国の

経済発展に関 しては,Ichimura(ed.)[1975:
Chs.ト5]を参周されたい｡1950年代から1960

年代前半にかけて,ASEAN諸国の多くは政治

的変動期にあった｡インドネシアの場合,1966

年の政権交代を境にして,それまでの-イパー･
インフレーションを伴 う全経済的な混乱期か

ら,復興と安定成長の時期に移行 した｡マレー

シアの場合,1957年マレー半島11州が完全独立

を達成,1963年にはシンガポール ･サバ ･サラ

ワクを合併 しマレーシア連邦となったが,1965
年 シンガポールが分離独立した.シンガポール

の持続的成長は,独立後数年を経て開始される｡
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(特 に非産油 LDC) の輸出成長 と類似 した

動 きを示 していた し,また,少 な くとも世界

平均を下 まわ っている点で は共通 していた｡

しか し,1970年代に入 って,2)ASEAN 各国

(フィ リピンは例外)が,世界平均を超え る

輸 出成長 とそれに伴 う世界市場での シェア増

を実現 した事実 は注 目されてよい｡1970年代

が,石油危機や先進国経済の長期停滞など,

多 くの危機的状況を経験 した10年であ った こ

とを考えれば,3)特 にそ うである｡ また, 東

アジアの新興工業 国(NICs)- 香港 ･韓 国 ･

台湾- の場合,表 1か ら明 らかなように,

その輸 出指向型の経済発展 はすでに1960年代

よ り顕著であ った｡4)

Cohen と Sislerは, 1960年 代 に お け る

LDC の 輸出 パ フォーマ ンスを, 通常 CMS

分析 (ConstantMarketSharesAnalysis)と呼

ばれている方法論 に基づ き分析 した [Cohen

and Sisler 1971]｡ 彼 らは, 先 進 国市 場

(EEC ･英 ･米 ･日 ･ソ)並びに LDC の主

要輸出品 目 (鉱物性燃料 ･一次産品26品 目 ･

製造業製品 6品 目) を対象に,各品 目ごとに

各市場で占める LDC の シェア を 1959-1960

年値で一定 と想定, 1968-1969年 に対 す る

LDC の輸 出額を外挿 した｡ そ して, この外

挿値を実績値 と比較検討 した結果,特 に一次

産品を中心 として, 需要の伸 びの大 きな品 目

と市場で, 外挿値 が 実績値 を 過大評価す る

(シェアの低下が生ず る)傾向にある事実を

2)1970年代をカバーする ASEAN 諸国の経済発

展に関しては,Garnaut(ed.)[1980:Chs.7-11],

Wong[1979]などを参府されたい｡

3)KlauseandSekiguchi(eds.)[1980]は,1970
年代の世界経済を,国際通貨体制の再編成 ･一

次産品ブーム ･石油危機 ･先進経済の長期停滞
という連続する四つの危機 (fourcrises)により
特徴づけている｡

4)東南アジア ･東アジア諸国の輸出指向型工業化

は,鈴木 [1974]により詳細かつ体系的に検討

されている｡また,東アジア NICsの経済発展
に関しては,Ichimura(ed.)[1975:Chs.6-91,

OECD[1980]などを参周されたい｡
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見出 した｡ この事実か ら, Cohen と Sisler

は,1960年代における LDC の相対的な輸出

停滞が,世界市場における需要構造の変化に

適応できなか った供給側に起因す ることを示

唆 している｡

この示唆 は,表 1で概観された東南アジア･

東 アジア諸国 の 輸出成長 に 関 して, どの桂

度妥当す るであろうか｡本稿第 1の目的は,

1960年代か ら1970年代にかけて,東南アジア･

東 アジア諸国 の輸 出成長 を規定 した 諸要因

を, CMS分析の観点か ら検討す ることにあ

る(第 Ⅱ節参照)05) 本稿では,名目の輸出額

を対象に し,各輸入市場における名目シェア

の増減に焦点をあて る｡ シェアの変化 は,過

常,｢競争力効果｣ と呼ばれ,各市場における

各国の輸出競争力を代表す る指標 とみなされ

ている｡ しか し,それは,価格競争力とか特

定の国の商品に対す る特別の選好 とかが一体

とな った一般的指標として とらえ られている

のみであ って,競争力の内容が具体的かつ量

的に把握 されているわけではない｡本稿第 2

の目的は, 各市場の輸入需要函数に基づ き,

計測 された競争力効果の内容をより詳細に検

討す ることにある (第 Ⅲ節参照)｡ CMS 分

析や輸入函数に基づ く分析 は,本質的に,需

要サイ ドか らの接近であ り,供給側の諸要因

を捨象す る｡本稿付論では,供給サイ ド (輸

出供給函数)を考慮 した需給均衡分析の観点

か ら, Ⅱ～Ⅲ節で試み られた需要サイ ドか ら

の接近を,方法論的に位置づける｡

本稿の計量分析 は, ESCAP (国連アジア

･太平洋経済社会委員会)が作成 した名目と

5)今岡 [1980]では,Cohenと Sislerの分析を出
発点にして,1960年代後半から1970年代前半に

おける ASEAN 諸国の一次産品輸出が分析さ
れている｡CMS分析に基づく実証研究として,

BalassaetaZ.[1971:Ch.2](LDC7カ国),
NayaandKerdpibulel1973](東南アジア),
LiangandLee[1975:Sec.ⅠⅤ](台湾),Naya
andAkrasanee[1976](タイ), Ezaki【1977]
(フィリピン)などがある｡

実質の貿易マ トリックス ･データに依存す る

[ESCAP 1980]｡6) このデータに対応 して,

本稿の分析 も下記の範囲に限定 されている｡

輸出国 :ASEAN 5カ国,香港,韓国 (以

下 で は, 東 南 アジア諸国 と略 称 され

る)07)

輸入市場 :その他東南アジア (該当輸出国

を除 く6カ国合計), 日本,米国,オース

トラリア, その他世界;全世界｡

輸出品目 (標準国際貿易分類 (SITC)に基

づ く商品分類):

SITC0+1

SITC2+4

SITC3

SITC5+6+8+9

SITC7

SITCTOTAL

(食糧,飲料,煙草),

(素原材料,動植物性

油脂),
(鉱物性燃料),

(SITC7を除 く製造

業製品),

(機械,輸送機器);

(全商品)0

分析対象期間 :1967-1976年 ｡8)

ⅠⅠ 輸出成長の CMS分析

CMS分析のわ く粗

東南アジア 7カ国に CMS分析 (Constant

6)ESCAPl1980]のデータは,阿部茂行氏 (京都
産業大学)により作成されたもので,そこでは,

輸出 フローに基づく名目の貿易マ トリックス●●
が,主として UNCTAD (国連貿易開発会議)

作成の輸出国 ･輸出商品別デフレ一夕 (1972年
基準)を使って実質化されている｡

7)ESCAPの貿易マトリックスは,国連代表権を
失った台湾を除外し,その他世界に含めている｡
このため,本稿でも,台湾を明示的に考慮して
いない｡

8)ESCAP貿易マ トリックス･データは,1964-

1976年に対して作成されているが,1964-1966

年に対するインドネシアのデータはゼロ(空自)
である｡従って,1967-1976年の期間が本稿の

分析対象期間とされた｡この期間は,1960年代

前半の混乱期 (注 1参照)を避け,相対的に安
定した成長期を取り扱えるという意味では,好
都合である｡
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MarketSharesAnalysis)を通用す るに先立

ち,まず,本稿で使われるCMS分析のわ く

租を整理 ･要約 しておきたい｡9) 分析 に必要

な記号を,

㌢-輸出額 (あるいは,輸出量)

〝-輸入額 (あるいは,輸入量)

W-世界貿易額 (あるいは,世界貿易量)

β-額 シェア (あるいは, 量 シェア)

とすれば,商品別 (SITCO+1,-,SITC7)

および全商品(SITCTOTAL)に関する貿易

マ トリックスは,

<商品 k(A-1,..･,5)>

世 界

世 界

Vf･jk･･-･･

･･････ UJ･k -････

<全 商 品>

喜 票 至苧｢ 二 "j ･･=･･ I世 J-i

ViJ･ ･･････

･･････ UJ･ ･･････

.-

…
…

ア

‥
…
.

と表現される｡

いま, 2'国の総輸出 (V.･)が世界市場 (W)

に占めるシェアを βi(-V,･/W)とすれば,

Vi-β.1･W であるか ら,

9)CMS分析の方法論一般については,例えば,
Richardson[1971]を参麿｡ ここでは,特に,
諸指標の関係およびそれに関連する ｢集計の逆
説｣に注目されたい｡
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(1) V.･-Pi･W+W･P.･

を得る (ただ し, ドット (●) は時間微分を

示す)｡この式か ら,i国の輸出増 (V,I)が,

シェアを一定とした場合の世界需要の伸びに

比例する増分 (Pi･Ti')と, 世界需要の水準を

一定とした場合のシュアの伸びに依存する増

分 (W･βi)とに分解されることがわかる. 節

者 の増分 は ｢比例成長効果｣(Proportional

GrowthEffect),後者の増分は ｢競争力効果｣

(CompetitiveEffect)と呼ばれる｡ (1)式は,

成長率の形では

(2) 〆E/V.･-ti,/W+β.A/pi
lPGE,･H CEi)

と書かれ,2'国の輸出成長率 (V,･/vi)が,也

例成長効果 (PGE･と表記)を表わす世界需

要の伸び率 (Ti'/W)と,競争力効果 (CE,･と

表記)を表わす シェアの伸び率 (β溝 )に分解

されることになる｡ 以後,PGEiや CE,･は,

増分ではな く,成長率に対応する指標として

使用することにする｡

次に, 商品kに関 して,i国 の輸出がj市

場に占めるシェアを β,･,･k(- V,･,･k/U,･k)とし

よう｡この時,(2)式 と同様にして

(3) V,･,･k/Vfjk-t',･k/Ujh+βt,･k/Pijk

が得 られ,商品kの市場 jにおける i国の輸

出成長率 もまた,比例成長効果 と競争力効果

に分解されることがわかる｡ 従 って,総輸出

の定義式 (Vi-E ∑ v,･).A)を考慮すれば,i
i A

国 の輸出成長率 (iri/V.･- ∑ ∑ (V.･jk/V.･)･)IA
(V.I,･k/VE,･k))は,

(4) 莱 -冒J
∑A

VLJ･k Ujk
J･.I●(･･･,々Ujh

〔PGEi*〕

Vijk_β.･j点
L千 号 V ,. ~β,･jk

lCEj*]

のように表現することもできる｡右辺第 1項

は,各市場の各商品に対する総需要成長率を

+∑∑
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加重平均 した もので, これを ｢純比例成長効●

果｣ と呼ぼ う (PGE,.*と表記)｡また,右辺

第 2項 は,各市場 ･各商品に占める 2'国の輸

出シェアの成長率を加重平均 した もので, こ

れを ｢純競争力効果｣ と呼ぼう (CE,･*と表●
記)｡

輸出成長率の分解式(4)は,商品別市場別の

輸 出を集計す る観点か ら導かれたが,それは,

さらに,

･5) 宏 -普 +写署 (第 一窓 )
[PGEi] [MCEi]

-I ･:-:iy l.:･=-:･; :-I--:_≡-≡-二二t
lCCE.･]

+与等-Vi言も･髭

lCEE*]

と表現す る ことも可能で あ る｡ 右辺第 2項

は,需要成長率の相対的に高 い市場に特化す●●

る度合 いが高いほど大 きな値を と る と い う

意味で, ｢市場構成効果｣(MarketCompo-

sitiollalEffect)と呼ばれ る (MCE,.と義詰)0

ま た, 右辺第 3項 は, 需要成長率 の 相対的

に高 い商品に特化す る度合 いが高 いほど大 き●●

な値を とると い う意味で,｢商品構成効果｣

(CommodityCompositionalEffect)と呼ばれ

る(CCEiと表記).両指標 に対す る比較の基

準 は,MCEEの場合 は全商品に関する世界市

場 (tt/W), CCE.･の場合 は第j市場におけ

る全商品 (E)i/U,･) とな っている｡ もし比較

の基準を変更 し,商品構成効果 に対 しては世

界市場における全商品 (Ti,/W), 市場構成効

果 に対 しては第 A商 品 に 関 す る世 界 市 場

(ti7k/W k)を とれば, (5)式に対応 して

lPGEi] lCCEi']

･写第 号岩 鹿 一宏 )
lM CEi'〕

+亨 等 PvT .

lCE･*]

を得 る｡いうまで もな く,右辺第 2項および

第 3項 は,変更 された比較基準の下での,商

品構成効果 (CCE.･′と表記)と市場構成効果

(MCE.･′と表記)を表わす｡

(2)(4)(5)および(5)′の諸式を比較すれば明 ら

かなように,上述 された諸指標間には

(6) POE.*-PGEi+(MCE,I+CCE.･)

-PGE･+(MCEi′十ccEi')

(7) CEi-CEi*+(MCE･+CCE,.)

-CE,･*+(MCE･'+CCEi')

のような関係式が成立す る｡両式 は,符 号を

別 に して,純効果 と通常の効果の差が市場構

成効果 と商品構成効果の和に等 しいという意

味で,対称的である｡ ここで は,特 に,後者(7)

の関係を強調 しておきたい｡(7)式 によれば,

仝商占]R･全市場 レベルのシェアの伸び率 (読

争力効果,CE,) は, 各商品 ･各市場に関す

るシェアの伸び率の加重平均(純競争力効果,

CEi*) に加えて, 市場構成効果 (MCEiま

たは MCE･')お よ び商品構成効果 (CCEi

または CCEi') を含む｡従 って, 極端な場合

には,∠国 が 各商品 ･各市場の全てでその輸●●

出シェアを増加 させた (つまり,全ての j,A●●

に対 し βijk/P,･jk>0,結果 として CEi*>0)

として も,市場構成効果や商品構成効果が負●

で十分大 きければ,全商品 ･全市場 レベルの●

シェアが減少す る (β溝 -CE,･<0)事態 も生●●

じ得 る｡10) シェアの変化に関す るこの極端な

10)このケースは,2商品 ･2市場の場合に関する
簡単な数値例により容易に確認できる (数値例
の作成において,全ての商品と市場でシェアが
徴増し,かつ,商品構成 ･市場構成が極端に悪
い場合を考えればよい)｡ また,上述の事態と
逆の極端なケースは,各商品 ･各市場の全てで●●
シェアが減少したとしても,市場構成効果や商●●
品構成効果が正で十分大きいため,全商品 ･全

市場レベルのシェアが増加するような事態であ
る｡
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ケースを,本稿では,｢集計 の逆説｣と呼ん

でおこう｡

計測結果 (1967-1976年)

以上のわ く組 (特に,(2)(4)(5)(5)′の諸式)

杏, ESCAP の貿 易 マ トリックス ･データ

(名目および1972年価格表示の実質)に基づ

き,東南アジア 7カ国 (東南アジア ･東アジ

ア 7カ国の略称)それぞれに通用 した結果は,

適当な期間区分に対応 して,表 2-表 5に要

約されている｡ そこでは,成長.率や集計に必

要な輸出比率などのデータは,例えば,

yv7:≒‡ (lnV･･,I-,nV･･,o),

老 与 圭一(署 十 eviT )

(期間 0-gの場合)

などにより近似計算されている｡11) また,序

節で述べ られたように, 各国 の輸 出 (全 商

品) は,標準国際貿易分類 (SITC)に基づき

5品目に,各輸出国に対する市場 (全世界)

は,その他東南アジア (当該国を除 く6カ国

合計)･日 ･米 ･豪 ･その他世界の5市場に分

割されている｡12)

本節のCMS分析では,輸出額 (名目値)

に基づ く結果を主要な考察の対象にする｡ 各

国の輸出パフォーマンスを総合的にみるため

には,量 と価格の両パフォーマンスを同時に

考慮す ることが適切だと考えるか らである｡

例えば,一国の輸出を他国の輸入需要 とみな

す場合,輸出価格の相対的上昇は,一般に,●●

輸出量の減少を引き起 こす｡ しか し,それが

ll)これは,Divisia指数の計算などで使われる近
似法である｡例えば成長率の場合,通常の複利
年率とは若干 (無視し得る程度)値が異なって
くる｡

12)5品目･5市場といった大分類では,安定した
計測結果が得られるという長所があるものの,
商品構成効果や市場構成効果がシャープに出に
くいという短所もある｡
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輸出額に与える効果 (増加 もしくは減少)は,●

輸入国の需要弾性値に依存する｡ 本節では,

輸出額をこのような価格 と量の相互作用の結

果とみなし,名目値による分析に焦点をあて

る｡ 輸出量の変動と輸出価格の変動との間の

関係は,次節で詳細に検討され,本節の分析

を補完する｡13)

まず,表 2で,本稿の分析期間全体 (1967

-1976年)に関 して, 名目値に基づ く結果を

検討 しよう｡ この期間, フィリピンとタイを

例外にして,各国の輸出成長は世界需要の伸

び (比例成長効果,PGEi)を多かれ少なかれ

上まわり,結果として,世界市場におけるシ

ェアの増加 (正の競争力効果,CEi)を実現

した (1970-1976年 に 関する表 3でみれば,

タイも同様である)｡ フィリピンの場合は,

逆に,相対的に停滞 した輸出成長の結果,世

界市場でのシェアは大幅に減少 した (負の競

争力効果)｡ ここで注 目すべき点は,第 1に,

大 きな負 の競争力効果 を示 した フィリピン

(並びに,その度合いの小さいタイ)を含め,

7カ国全てで正の純競争力効果 (CEi*)が観●● ●

察されている事実である｡ 純競争力効果 は,

各商品 ･各市場 ごとのシェアの伸びを加重平

均する形で定義されている｡従 って,平均的●●●
にいえば,フィリピンとタイを含む 7カ国の●●●●

全てが,個 々の商品に対する各市場で,その

輸出シェア (輸出競争力)を増大 させたこと

になる｡14)

第 2に,商品構成効果(CCE,･またはCCEi')

13)各輸出国で,輸出諸品目の相対価格が一定であ

れば,名目輸出額による分析は,実質輸出額に
よる分析と全く同結果になることはいうまでも
ない｡

14)インドネシアの場合,シェア増を達成したケー
スの割合は18′/25(つまり,商品･市場を組み
合わせた計25ケースのうち,シェア増のケース

は18)であった｡この割合は,マレーシアで19/
25,フィリピンで16/25,シンガポールで17/25,
タイで15/23,香港で13/21,韓国で24/25とな
っている｡
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江崎 :東南アジア輸出成長の諸要因

は,インドネシアでは正で大 きく･,その他東

南アジア諸国では負で大きい点が注目される

(ただ し,シンガポールは例外で,値は小さ

いが正値をとる)｡その最 も基本的な理由は,

いうまで もな く,第 1次石油危機における石

油価格の高騰に求め られてよい｡すなわち,

名目タームで伸びの著 しい石油輸出に特化 し

たインドネシアが,正で大 きな商品構成効果

を実現 し得たことは,表 6の CCEi′の内容

か ら明 らかであろう (CCEi′2.4%に対する

SITC3の貢献は4.4%に達する)015) シンガ

ポールの商品構成効果が正になり得たのも石

油製品の輸出が主要因である (CCE′0.6%

に対するSITC3の貢献は2.3%)｡他の東南

アジア諸国における負の商品構成効果 は,そ

の裏返 しで,相対的に名目需要成長の低か っ

た石油以外の商品により高い輸出比率を示 し

た結果にはかな らない｡

注 目すべき第 3点は,市場構成効果が,そ

の基準のとり方によって (MCEiと MCEi′

の間に)若干の差が見受けられるものの,概

して正の値を とって いる事実で あ る (た だ

し, その値は大きくない)｡ その基本的理由

は,表 6に示された MCEiの内容か ら明 ら

かなように,相対的に需要成長の高か った日

本および東南アジア市場-の輸出が,ほとん

ど全ての東南アジア諸国でかなり高い比重を

占めた事実にある｡ ただ,高成長市場と低成

長市場の差は,高成長商品と低成長商品の差

ほど大きくないため (表 6の(A)欄参照),市

場構成効果は商品構成効果ほど大きな値をと

っていない｡

以上の事実に加えて,(7)式の関係 (競争力

効果-純競争力効果 +市場構成効果+商品構

成効果)を考慮すれば,16)1967-1976年の期間

15)STIC3の輸出比率は,1967年で0.360, 1976

年で0.703となっており,インドネシアにおけ
る石油輸出依存度の上昇は著しい.｡

16)表 2-表 5では,近似誤差のため..(7)の恒等式
は必ずしも厳密に成立していない(⊃

における東南アジア 7カ国の名目輸出成長を

次のように要約することができる｡ この期間

中, 7カ国の全てが,平均的にいって,各商

品 ･各市場 レベルにおける輸出シェアの増加

を達成 した｡これは,特に韓国に関 して極め

て願著であり,韓国は,商品 ･市場を問わず

輸出競争力を著 しく増大 させた｡17) この各商

品 ･各市場 レベルにおけるシェアの増加 もし

くは輸出競争力の増大は,一方では, 日本 ･

東南アジアといった高成長市場-の比重が高

い市場構成により若干補強され,他方では,

インドネシアを主要な例外に,価格の急騰 し

た石油関連商品の比重が低い商品構成により

大きく滅殺された｡結果 として,各国輸出(坐

商品)の世界市場 (全市場)に占めるシェアは

相対的に小さな伸びとなり,特にフィリピン

の場合には,大 きなシェア減さえ記録 した｡

このフィリピンに関する結果は,たとえ各商

品 ･各市場の全てでシェアを増大させたとし

て も,全体としてみればシェアが減少するこ

ともあり得るという,いわば ｢集計の逆説｣

に,弱い意味で,対応 している｡18)

名目値でみた以上の観察は,実質値に基づ

く計測結果 (表 2下段) にもほぼそのまま妥

当する｡唯一の例外は,インドネシアとその

商品構成効果である｡ 実質値でみた場合,イ

ンドネシアを含む各国の商品構成効果はかな

り大きな負値をとる (香港は小さいが正値)0

その理由は,実質タームの商品需要の伸びが,

製造業製品 (SITC5-9)で相対的に高 く,石

油を含 む 一次産品 (SITC0-4)で相対的に

17)韓国がシェアの低下を経験した唯一の例外は,
SITC 2-十4 に対する米国市場のケースである
(注14参頗)0

18)｢弱い意味で｣という条件は,各商品 ･各市場
の全てでシェアが増大したのではなく,各商品･

各市場のシュア変化の平均値 (CE,*)がプラス
であったことを指す｡ フィリピンに関す るこ
の逆説的な結果は,1965-1969年における製造

業19部門の輸出成長にもほぼ妥当する (Ezaki

[1977]参照)｡
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表6 商品構成効果 (CCE()および市場構成効果 (MCEi)の分解 :1967-1976(名目) (%)
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*u)欄の値は,0.8,2.0,2.1,0.9,2.0,1.7,0.4(輸出国の順).



江崎 :東南アジア輸出成長の諸要因

低いこと,そ して,東南アジア諸国の製造業

製品輸出 の 比重が大 きくないことにある｡19)

従 って, 1967-1976年 における東南アジア諸

国の輸出成長は, 名目値 で あれ 実質値 で あ

れ,純競争力効果の点でかな り良好なパ フォ

ーマンスを示 したにもかかわ らず,商品構成

効果の点で大幅に相殺 されたといってよい｡

その意味では,本節の分析結果 は,1960年代

の LDCに対する Cohenと Sis】erのそれに

符合 している｡ ただ,市場構成効果が必ず し

も悪 くなか った こと,および,正の純競争力

効果が負の商品構成効果で相殺されたとはい

え,ほとんどの国で正のシェア増を達成でき

たという点で,1970年代の東南アジア諸国に

対 し, よい意味での特殊性を見出す ことがで

きる｡20)

ⅠⅠⅠ 輸入需要函数に基づ く

シェア変化の分析

輸入需要モデル

前節の輸出成長に関するCMS分析では,

各輸出国の市場 シェアの増加が主要な考察の

対象にされた｡需要(輸入市場)の観点か らい

えば,市場 シェアの増加は,輸出商品の価格

19)表6と同様の手続きに従い,実質値に基づいて
CCEi′を分解した結果 (省略)による0

20)1970年代の6年間を石油危機以前と以後に分割
し,対応する表4と表5の計測結果を,ごく簡
単に比較しておこう｡前半の期間 (1970-1973
年)は,いわゆる一次産品ブーム (1972-1974
年)進行中の期間で,東南アジアの一次産品輸
出国は,輸出価格上昇の恩恵をこうむった時期
である｡また,後半の期間 (1973-1976年)は,
石油危機とそれに伴う先進国経済の長期停滞を
経験した時期にあたる｡表4で,一次産品ブー
ムの影響と考えられる要素を見出すことは困難
である｡特に,商品構成効果は,その値は小さ
いものの,ほとんどの国でマイナスでさえある｡
表5は,逆に,石油危機を境にする輸出激変を
顕著に反映しており,表2もしくは表3を増幅
した形の計測結果を与えている｡1967-1976年
の輸出パフォーマンスに関する本稿の分析は,
石油危機以降の期間のパフォーマンスに大きく
影響されている｡

や品質,それに対する特別の選好など,諸 々

の需要規定要因が作用 した結果実現 された,

各輸出国の市場競争力を表わす指標とみなさ

れ得 る｡ しか し,それは競争力の一般的指標

に過ぎず,その内容を具体的かつ量的に把握

する試みがなされてよい｡本節では,一つの

試みとして,輸入需要の水準が,価格 (相対●●
価格) と市場規模 (総輸入) によって決定 さ

れると想定 (輸入需要函数を導入) し,輸入

市場における価格と規模の相互作用の帰結 と

して,各輸出国のシェア増 (競争力効果)を

量的に把握する｡

本節では,まず,各輸出国に対す る商品別

市場別の輸入需要函数を,実質タームの対数

線型で,

(8) ZnX ,I,･k- a.･jk+8,･,･kZn(PX ik/PM jk)

+IL.･,･kZnM jk

と想定 しよう｡ただ し, ここで使われた記号

は,

X l,･k-輸出国 2'の市場 jに対す る商品A

の輸出量 (実質)

PX ik-輸出国 iによる商品Aの平均輸出

価格

PM J･k-市場 jにおける商品 kの平均輸入

価格

M jk-市場 jにおける商品 Aの総輸入量

(実質)

である｡21)上式では,いうまで もな く,価格

弾性値は負 (8<0),規模に関す る弾性値 は正

(〃>0)になることが期待 されている｡

輸入需要函数を(8)式のように想定すれば,

前節で主要な考察の対象にされた名目シェア●●

の変化率は, その定義式 (β,･jk-PX th･X i,･k/

PM jk･M jk)を考慮 して,22)

21)輸出価格 (PXik)に関して,各輸入市場に対す
る価格差別を考慮しないoPMJ･kはPX,･kの加
重平均である｡前節の名目額に関する記号とは,
XiJ･k-Vijk/PXik,Mjk-UJ･k/PMjkのような
対応関係にある｡

22)前節の記号では,βijk-V,･jk/UJ･k.
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(9) 監 -(1+all,.A)･-((-pP&# ZiI:i-

+(fLu･k-1)･宏-
と表現することができる｡ つまり,各商品 ･

各市場ごとのシェア成長率は,相対価格の変

化率に対応する部分 (価格効果 と呼ぶ) と総

輸入需要量の成長率に対応する部分 (規模の

効果と呼ぶ)に分解されることになる｡各効

果がシェアを正負どちらに変化させるかは,

弾性値の絶対値が 1より大 きいか否かに依存

する｡ 価格効果の場合,輸入需要が価格に対

して弾力的 (8<-1)な ら相対価格の下落が,

また,非弾力的 (-1<8<0)なら相対価格の

上昇が,該当輸出国のシェア増を もた らす｡

規模の効果の場合は,逆に,輸入需要が規模

に関して弾力的 (FL>1)なら総輸入量 の上昇

が, 非弾力的 (0<〝<1)なら総輸入量の下落

が,該当輸出国のシェア増に貢献する｡従 っ

て,市場 シェアの増加に対応する一般的な輸

出競争力は,弾性値の水準と価格や規模の変

化の方向とが組み合わされた結果 として把握

されることになる｡23)

個別商品 ･個別市場 に関す る以上 の議論

は,仝南島 ･全市場 レベルの平均指標である

｢純競争力効果｣(CE.-*)にもそのまま妥当

する｡すなわち,(9)式を商品と市場を通 じて

集計すれば, ●
(10) CE i*-∑= -Ljk･缶jA

(ただ し,-i,･k-篭 ffx'';'Lk-)
(PX,･A/PM ,･h)

デ号Wり 仔＼⊥ 'VりR′~(PX,･A/PM jk)

〔価格効果〕

-∑ ∑ wijk(1+∂I,･k)･

+∑∑wijk(IL.･jk-1)jA
MjkMJ･h

〔規模の効果〕

23)価格競争力はともかく,品質 ･選好などの非価
格競争力は,弾性値を通じて,間接的に把握さ
れる点に注意｡
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が得 られ,純競争力効果 もまた,平均的な意

味で,価格弾性値と相対価格の変化の組み合

わせに依存する部分と,規模の弾性値と総輸

入量の変化の組み合わせに依存する部分に分

解 される｡全商品 ･全市場 レベルのもう一つ

の競争力指標である ｢競争力効果｣(CE'･)が,

上述の内容を持つ純競争力効果 (CE･*)に加

えて,｢商品構成効果｣(CCE,･またはCCE･')

と ｢市場構成効果｣(MCE,･または MCE･')

を考慮すればよいことは繰 り返 し述べた｡従

って,本筋の分析では,輸入需要函数に基づ

くCE,･*の検討に焦点があて られる｡

計測結果 (1967-1976年)

前節 と同 じ商品分類 ･市場分類の下で,(8)

式を ESCAP貿易 マ トリックス ･データに

適用 した結果は,東南アジア 7カ国のそれぞ

れについて,表 7-表13に要約されている｡

推定法は単純最小 2乗法, 推定期間 は1967-

1976年の10年である｡ 表 7-表13では価格弾

性値 (8)に対応 して空自の欄がある｡それは,

(8)式に基づいて推定された価格弾性値が正の

値をとったため,説明変数か ら相対価格を落

とし,規模の弾性値 (〟)のみを再推定 したこ

とによる｡24)表 7-蓑13では,価格弾性値に

対する空欄が少な くない｡また,価格弾性値

が正 しい符号 で 推定されたとして も,g値 で

みた有意性の低い推定値が必ず しも少な くな

い｡逆に,規模の弾性値は,おおむね良好な

有意水準を示 している｡従 って,輸入需要の

決定要因として,相対価格の役割は決 して無

視できないにしても,需要規模の役割ほど重

要でないように思われる｡25)ただ し, シンガ

24)規模弾性値 (IL)に対しては負の値をとることも
可とした｡

25)輸入需要が相対価格の変動にラグを伴って反応
すると想定し,PXih/PMJ･kの1期ラグに基づ
き(8)式の再推定 (推定期間-1968-1976年)を
試みたが,相対価格の役割に関する結果に大差
なかった｡ESCAP貿易マトリックスの価格デ
ータ (基本的に UNCTAD データに依存)に
問題があるのかもしれない｡
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表 丁 輸入需要の価格弾性値 (8iJ･k)と規模弾性値 (lLijk):インドネシア

そ の 他三二二~ー-f酌訂プ丁

重量云二､---J 東 南 ア ジテ

C
1

m
o+

SITC

2+4

SITC
3

R 2,1DWi

-1.05(-1.60)

0.66 (1.19)

0.36, 1.74

-3.29(-1.68)

2.16 (4.57)

0.75, 3.21

∂ r

日 本

一-0.81(-0.52)

2.04 (3.68)

0.66, 1.15

米 国

一0.65(-0.63)

2.52 (1.73)

0.34, 0.59

-34･.崇(-(i･.51…三 ｣ ｡.17T_1.34)

0.71, 1.31

--1.24(-1.98)

2.52 (7.37)

オース トラ リア l その他 世界

i 3.19 (2.93)

｢五 5L;T ~蒜

2.17 (9.58)

0.94, 1.82

-8.02(-2.ll)】-1.12(-1.08)

竺 竺 (3･10)i l･62 (2･16)

∴ ∴=ー '二 ∴ ~ 二 二∴ `

DRk ま o･01, 0･90fol91,1･78F
a i-4.69(-0.44)

〟 】 0.89 (0.57)
R2,
D7V

--5･66(11･13)｢

3･63 (6･31)i

*0.05, 2.96 :*0.85, 2.10

8 十 2･43(~0･64)
〟 ･ 2.46 (2.95)

R2,
DT,V

一一3.77(-2.12)

*0.59, 2.28 1】*0.36, 2.28

(荏) 対数線型モデルに基づく最小 2乗法推定｡

0197･ 2･40 F O･79･ 3･02
0.25,0.92

2.01(4.05)

0･17 (0･10)+ 4･09(-3･91)

･0.01. 1.77 .工帆∴ ;.:i-,

0.44 (0.33)

*0.02, 2.00

推定期間は1967-1976年.R2-決定係数｡DW-ダー

ビン･ワトソン比｡( )の値は t値｡ R2の*に対応する商品 ･市場は,総輸出額に占める比重

(1967年と1976年の平均)が1%以下のケース｡

ポール ･香港 ･韓国とい った新興工業国の場

合 には,製造業製品 (SITC5+6+8+9およ

び SITC7)に対す る価格弾性値 は, ほとん

ど全て の市場で, 負で有意な値を と って い

る｡26)

価格 と規模の弾性値を,各商品ごとの平均

値 (輸出額を ウエイ トに市場を通 じて平均 し

た値)で比較 してみよう｡ 蓑14の上段のデ ー

タがそれである｡ 価格弾性値 (8,A)の場合,

若干の例外が見受 けられ るものの,食糧 ･素

原材料 などの一次産品 (SITCC卜+1 および

SITC2+4)は価格非弾力的 (-1<8-ik<0),

製造業製品 (SITC5+6+8+9および SITC

7)は価格弾力的 (8-ik<-1),そ して,鉱物性

燃料 (SITC3)はどちらか といえば価格弾力

的であ ったといってよい｡結果 と して,輸出

26)ただし,韓国に対する有意水準は概してよくな

い｡

商品構成 (表 6参照)を反映す る全商品 レベ

ル (表14の全商是】平均) において,一次産品

依存度の高いマ レーシア ･フィリピン ･タイ

に対 しては非弾力的な価格効果が, また,石

油依存度の高 いインドネシアや工業製品依存

度の高 い新興工業国 3カ国に対 しては弾力的

な価格効果が観察 されている｡ このような商

品特性を持つ価格弾性値 とは異な り,規模の

弾性値 (声,･k)の場合 には, その商品 ごとの差

異 は顕著でないOすなわち,一次産品 とか工

業製品の別にかかわ らず,その値 は概 して 1

より大 き く,全商品 レベルでは,全ての国の

輸 出が市場規模に対 して 弾力的 で さ え あ る

(シンガポールは境界線上にある)｡ 本稿 で

は, この結果を,規模の弾性値が,通常の商

品特性に加えて,輸出商品の品質 とかそれに

対す る特別の選好など,価格でとらえ られな

い一般的競争力を反映 していることによると

309



東南アジア研究 19巻 3号

表8 輸入需要の価格弾性値 (SiJ･h)と規模弾性値 (llijk):マレーシア

(注) 表 7の注に同じ｡

表9 輸入需要の価格弾性値 (∂iJ･k)と規模弾性値 (FLiJ.A):フィ リピン

＼ ＼ 才 場j
商品h ＼ ＼

そ の 他
東 南 ア ジ ア

日 本 米 国 オーストラリア そ の 他 世 界

-0.62(-1.68) 0.18 (0.46)-0.31(-0.68)

DR,2i,io･26, 1･71lo･03, 0･72IO･10, 1･24

-3.22(-5.30)

3.94 (5.34)

-1.57(-3.51)

1.21 (2.35)

*0.83, 1.49 10.79, 1.45

(注) 表 7の注に同 じ｡
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表10 輸入需要の価格弾性値 (8,･)･k)と規模弾性値 (p.･jk):シンガ ポール

そ の 他
東 南 ア ジア

0.63 (2.66)

日 本

-1.54(-2.00)
1.04 (3.24)

米 国 オース トラリア

-0.42(-0.32)

0.47,1.10l*0.94, 2.01 1 0.02, 0.75

-0.47(-1.34)

0.65 (6.44) 0.73 (0.92) 0.65 (0.28)

ー2.14(-2.56)
1.65 (1.77)

そ の他 世 界

1.08 (2.98)

*0.77, 1.12F0.54,1.39
10.74(-i.12)
1.59 (2.89)

-0.15(-0.23)
1.25 (2.63)

-1.88(-4.03)!-0.22(-0.34)

0.10 (0.27)ぎ 1.56 (3.65)

-2.93(-2.23)
0.66 (0.82) -2.13(-5.83) 0.25(0.86)

0.91, 1.67 10.92, 2.01 l*0.94,1.32F 0.81, 1.32 F 0.09,0.74

8 】-1･29(-2･61)i-3･88(-2･52)IL芦0.74(5.38)t2.50(4.43)

CT7

I
S

〟1･･･-β

-2.24(-3.16)0.09(3.34)-6.63(-8.27)1.57(2.13)
竺 ｣ ･_9_trL_'_oL9_7:____2+竺

(荏) 表 7の注に同じ｡

二二二丁 市蕩了iiZliZl

商品h ＼

ー3.57(-4.93)2.56(4.81)1.97(2.28)】1.09(2.01)
0.97, 1.94 F*0.83, 0.71 1 0.90, 0.72

-3.43(-1.88)6.35(3.67)-6.67(-8.06)1.85(1.87)-3.53(-3.02)0.81(0.71)
0･92, 2･15 l*0･94, 2･02 声 0･91, 0･74

表11 輸入需要の価格弾性値 (8.･}･k)と規模弾性値 (IL,･)･k):タイ

そ の 他

東 南 ア ジア

-1.16(-0.54)

*0.04, 1.62

一0.98(-0.50)

2.47 (9.73)

日 本

3.10 (7.32)

米 国

0.41 (1.48)
0.94, 1.54 1 0.87, 2.15 1 0.27, 1.92

3.85(12.1)

DRt26十 o･95, 1･29

(注) 表 7の注に同じ｡

3.65(4.68)

5.98 (2.17)

0.38, 2.66

-3.38(-1.45)

1.42(3.86)
*0.73, 1.83 1 0.87, 1.49

-2.55(-0.79)

2.21 (3.73)

*0.78, 1.72
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表12 輸入需要の価格弾性値 (a,･)･k)と規模弾性値 (FL,･jk):香港

2.65 (8.53) -0.40(-0.87)

-0.89(-1.04)

1.23 (0.50) -0.54(-1.25)

DRbl *o･90, 2･23 L *o･09,2･32 1*o･17, 1･60 】 *0･17, 2･97

SITC
7

0.67 (7.70)

-2.70(-2.81)

2.05(10.1)

1.57 (5.42)

*0.83, 1.07

ー1.54(-1.72)
1.34(3.88)

-1.82(-2.02)

2.33 (8.03)

-0.98(-2.27)

1.24 (10.0)
0.88, 1.28 1 0.94, 1.92 1 0.86, 0.73 1 0.90, 1.88 0.97, 1.46

-3.21(-2.34)
0.77 (2.36)

-1.12(-1.07)

1.20 (1.83)

-1.16(-4.36)
1.16 (6.56)

-5.47(-8.85)
3.01 (6.12)

-1.78(-4.27)

1.68 (5.86)

DRT2t十 o･96, 1･23 十 o･65, 1･75 i o･99, 1･31 十 o･97, 2･76 1 0･99, 2･05

(注) 表 7の注に同じ｡

SITC
0+1

表13 輸入需要の価格弾性値 (a,.).A)と規模弾性値 (fL,I)･h):韓国

そ の 他
東 南 ア ジ ア

ー0.97(-1.05)

5.28 (7.21)

日 本 米 国

-1.01(-2.32)

2.08(13.2)

-3.ll(-1.62)

0.79 (0.25)

オーストラリア

4.09 (3.14)

そ の 他 世 界

-1.88(-1.50)

3.28 (3.36)

DRb十o･92, 2･24 i 0･97, 2･37 】 0･43, 0･68 十 o･55, 1･59 1 0･79, 1･70

-0.72(-1.45)

1.21 (5.35) 1.63 (7.70)

-3.56(-2.31)

2.97 (1.01)

-1.36(-0.51)

1.18 (0.52)

*0.81, 2.48 1 0.89, 1.72 1 0.44, 0.87 r*0.05, 0.88
ー4.14(-3.03)

3.17 (9.75)

ー2.55(-3.21)

0.72 (1.15)

0.60, 1.15

8.03 (2.41)

*0.96, 1.86 *0.43, 1.71

-6.27(-2.18)

3.14 (7.09)

-7.44(-0.79)

5.37 (4.81) 4.04(ll.6)

-20.9(-0.94)

13.8 (3.22)

-1.92 (0.26)

5.70 (5.39)

DRb i o･96, 1･87 I 0･77, 0･77 i o･95, 1･10 十 o･67, 1･02 l o･84, 1･40

(注) 表 7の注に同じ｡
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表14 平 均 の 弾 性 値

ー0.47

-1.88

-1.ll

*-2.87

*-0.90

マ レ-
シア

*-0.68

-0.03

*-2.56

-0.33

*-2.23

-1.31l-0.43
1

1.99

1.56

2.83

*2.15

*-0.27

*1.53

1.42

フィ リ
ピ ン

ー0.40

-0.42

*-0.61

-2,50

シンガ
ポール

ー0.08

-0.17

-0.67

-2.10

*-9.ll 【 -3.22

*4.llt*-0.73

･o5'.;53～

2.28 1 1.58

-1.79

-i.68

-0.16

*-6.37

-0.57

-1.14

-0.ll

-0.17

*-1.47

-0.21

-1.31;-0.43

2.79

*2.18

タ イ

-0.16

-1.49

～-0.28

-1.19

-1.58

*-2.55

-2.39

-1.23

0.67; 1.32

0.53

*2.76

2.29
1.68

*2.31

3.39

4.84

-0.34

-0.68

*-0.80

-1.52

...
‥
.-
.7-I
.

∴

*-1.01

-1.97

*-1.52

-0.94

…0.67

-0.12

*-0.68

-0.97

:~~-_::二 二 -_:二

*-1.99

-1.03

～-8.64

-1.38

ヲ旦 二75-:i2.281
(注) 表7-表13の弾性値を輸出額をウエイトに加重平均｡

*-輸出総額に占める比重が10%以下の商品も

解釈 しておきたい｡

特定の輸出国に対す る市場 シ ェア の増減

は,価格 と規模の両弾性値が 1より大か否か,

および対応す る相対価格や輸入規模が増加 し

たか否かに依存 して決 ま る こ と は前に述べ

た｡ 従 って,表14上段 に示 された商品ごとの

平均弾性値 と,1967-1976年 における相対価格

および総輸入量の商品ごとの平均変化率 (輸

出額を ウエイ トに市場を通 じて平均 した値)

を考慮すれば,27)この期間における商品 ごと

の市場 シェアが正負いずれの方向に変化 した

2･61l o･163

*-o･25⊆ *3･37

} '-警｣二 三三
･･oo ⊆

*2.51

2.70

3.13

*4.70

3.96

3.23

しくは市場 (表 6参照)0

かについて,平均的な目安を得 ることがで き

る.28)表15上段は, 1967-1976年 に関 して,

平均弾性値 と平均変化率 によって予想 された

商品 ごとの市場 シェア変化の方向が要約され

ている｡ その結果か ら, この期問, シェア増

27)相対価格と総輸入量の平均変化率に関するデー

タは省略したが,全市場 ･全商品平均の値は表
16の(6),(8)欄に示されている｡

28)積の加重平均は必ずしも加重平均の積に一致し

ないから,表15の結果はあくまで平均的目安と
考えられたい｡全商品 ･全市場に関する表16お

よび注29を参照｡
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に及ぼす価格効果の方向は,食塩 ･素原材料

(SITCO+1および SITC 2+4)で は夫 体

負,鉱物性燃料 (SITC3)では負,製造業製

品 (SITC5十6+8+9および 7)では正であ

ったことがわかる｡ また, シェア増に及ぼす

規模の効果の方向は,相対的に大 きな弾性値

と一般に正の輸入規模増加率に対応 して,ほ

とんどの場合正であった｡全商品 レベルの両

効果の符号 は, 純競争力効果 (CEi*)に関連

して,のちに触れる｡

以上は,商品ごとの平均値に基づ く,いわ

ば,商品特性の議論であった｡次に,表14と表

15の下段のデータに基づき,市場 ごとの平均

特性を検討 しよう｡ 表14下段における市場 ご

とに平均された価格弾性値 (8-,.,･)は, オース

トラリア市場にみ られる極端な値を例外 に,

全市場平均 (表14上段の全商品平均と同一)

に類似 した値 となっている｡ つまり,市場平

均の価格弾性値に関 しては,各市場間よりも

各輸出国間で大 きな差異が見受け られる｡ こ

表15 市場シェア変化の方向 (平均値による近似):1967-1976

国

(荏)

314

価格効果-(1.0十平均価格弾性値)×相対価格の平均成長率｡
規模効果-(平均規模弾性値-1.0)×輸入規模の平均成長率｡
*-輸出総額に占める比重が10%以下の商品もしくは市場 (表6参照)
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蓑16 純競争力効果 (CE.･*)の分解 :1967-1976

フィ リピン

シンガポール

ー1.31

-0.43

_0.82 弓 _0.1

蓋 蓋 L ;'･.6日 .≡ 18.1
18･41

-2.05

1

(注) (1)のデータは表2,(2)～(4)についてはuo)式参照｡上付きの - は成長率を表わす｡ (5)と(7)の平均
弾性値のデータは表14参照｡(6)と(8)は,それぞれ,相対価格と輸入需要量の成長率を加重平均｡

れは,市場 ごとに平均 された規模弾性値(声Ej)

について もはば同様である｡ 従 って,弾性値

(特に価格弾性値)の水準を規定す る要因と

して,市場特性 よりも商品特性の方がより重

要であ ったといってよい｡各市場の平均弾性

値が,輸出国ごとにかなり大幅に変わるのは,

基本的には,各輸出国の商品構成を反映 した

結果であろう｡平均弾性値 と平均変化率か ら

期待 されるシェア変化の方向 (表]し5下段) に

関 して も,同様に,市場特性 とみなされ得 る

一般的傾向を見出す ことは困難である｡

表14と表15における全商品 ･全 市 場 レベ

ルの結果 は, 皿 式 に示 された 純競争力効果

(CEE*)と密接な関係にある. 表16では,(10)

式に従 って, CEi*を (平均値 としての)価

格効果 と規模の効果に分解 した結果 ((2)～(4)

欄)が示 されている｡ 表15に対応する具体的

数値 ((5)～(8)潤)か ら,平均弾性値 と平均成

長率により期待されるシェア変化の方向は,

実際の価格効果 ((2)欄) もしくは規模の効果

((3)棉)にほぼ対応 していることがわかる｡29)

また,価格効果 と規模の効果の和 ((4)欄)は,

集計誤差のため,表 2の CE.･*の値 ((1)欄に

再録) と若干異なっている点に注意 しておき

たい｡

表16か ら,価 格 効 果 は, 純 競 争 力 効 果

(CEE*)に対 し正負いずれの方向にも作用 し,

かつ,その絶対値は,規模の効果に比べてか

なり小 さい (シンガポールは例外) ことがわ

かる｡価格効果の方向 (符号) に関 していえ

ば,価格に弾力的な工業製品輸出の比重の高

い新興工業国 (シンガポール ･香港 ･韓国)

に対 しては正の効果が観察 され,また,価格

に非弾力的な一次産品輸出の比重の高いマレ

ーシア ･フィリピン ･タイ,並びに価格に弾

力的だが価格上昇の著 しい石油輸出に依存す

るインドネシアに対 しては負の効果が観察 さ

れている事実は興味深い｡また,正負いずれ

の方向にせよ,価格効果が規模の効果に比べ

かなり小 さか った原因は,相対価格 (輸出価

格/輸入価格)でみた 価格変動 があまり大 き

くなか った ことによる ((6)欄と(8)欄を比較せ

29)積の加重平均 ((2)または(3))を加重平均の積
((1.0-(5))×(6)または ((7)-1.0)×(8))で近似

するわけであるから,近似誤差のため符号が逆
になる場合もあり得る｡価格効果に関するフィ
リピン･タイのケースがそれである｡
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よ)｡30)結果 として,純競争力効果 (CE.･*)の

大半は,規模の効果によって説明されること

になる｡ 各輸出国における規模に関す る正の

効果 は,いうまで もな く,規模に弾力的な輸

入需要および市場規模の高成長の両者を反映

した結果である｡ しか し,各輸出国間で観察

されたその水準に関す る大 きな差異 は,市場

規模の平均成長率 ((8)潤) に大差ないことを

考えれば, 各輸出国 に対す る規模 の 弾性値

((7)欄)の差にその主要な原因があるといっ

てよい｡価格弾性値 は,価格競争力に直接開

通する｡他方,規模の弾性値は,輸出商品の

品質やそれに対す る特別の選好など,価格で

とらえ られない一般的競争力を反映す る指標

と考え られた｡従 って,非価格競争力を代表

す る規模の弾性値の水準が,規模の効果の水

準のみな らず,純競争力効果の水準を も大 き

く左右 したと結論 してよかろう (シンガポー

ルは例外)031)

ⅠⅤ 要 約 と 結 論

東南 アジア 7カ国 (ASEAN 5カ国, 香

港,韓国) は,1967-1976年の期間, 概 して

良好な輸出パ フォーマンスを示 した｡特に,

個別商品 ･個別市場 レベルにおいて, 7カ国

の全てが,平均的にその市場 シェアを高め,

30)シンガポールに関する相対的に大きな価格効果
は,相対価格の下落がかなり大きかった((6)欄)
ことにある｡

31)シ/ガポールは,価格効果も規模の効果と同程
度に大きい例外的ケースであった｡シンガポー
ルに関する平均の規模弾性値 (表16,(7)欄)が
相対的に小さいのは,規模に非弾力的な SITC

3の比重が高いことや,規模に弾力的な日米市
場の比重が低いことなど (表14と表6を参照),
商品構成 ･市場構成から一応の説明がつく｡し
かし,シンガポールと韓国を両極端とする規模
弾性値の格差がなぜ生じたのかについては,商
品構成 ･市場構成に加えて,非価格競争力の構
成要因が具体的に比較検討されなければならな
い｡
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輸出競争力を強めた事実 (正の ｢純競争力効

果｣) は注 目に値す る｡ この ミクロ ･レベル

の競争力は,一方では,高成長市場-の輸出

比率が高い市場構成により若干補強され (正

で小 さい ｢市場構成効果｣),他方では,高成

長商品 の 輸出比率 が低い商品構成 により大

きく相殺 された (負 で 大 きな ｢商品構成効

果｣32))｡ 結果 として,全商品･全市場 レベル

のシェアの伸びは相対的に小 さくな り (弱め

られた ｢競争力効果｣33)),特にフィ リピンの

場合 には,大 きなシェア減少 (負の競争力効

莱) さえ記録 した｡ このフィリピンに対す る

結果 は, ミクロ ･レベルの (平均的な)競争

力増大にもかかわ らず,マクロ ･レベルの競

争力低下が生 じた点で, シェア変化に関する

｢集計の逆説｣に (弱い意味で)対応 してい

るといえよう｡ いずれにせ よ,需要構造の変

化に適合できなか った商品構成が,マクロ ･

レベルの輸出競争力を大 きく減殺 した基本的

理由であり,その意味では,1960年代のLDC

に対す る Cohenと Sislerの指摘のように,

供給側に問題がある｡ しか し,市場構成 は必

ず しも悪 くなか った し,また,商品構成の悪

さを十分相殺す るほどに ミクロ ･レベルの輸

出パフォーマ ンスが良好であった点で,東南

アジア諸国は, この期間,その潜在的な輸出

競争力を着実に増加 させたといってよいだろ

う｡34)

この ミクロ ･レベルのシェア増 (正の純競

争力効果)を規定 したのは,輸入需要函数に

従えば, 価格競争力を反映す る要因 (｢価格

効果｣)よりもむ しろ,品質･特別の選好など,

価格でとらえ られない非価格競争力を反映す

る要因 (｢規模の効果｣)である｡35)価格効果

の水準 (符号)は,価格弾性値 (-1より小か

32)名目タームではインドネシアは例外｡実質ター
ムではインドネシアも例外ではない｡

33)名目タームではインドネシアは例外｡
34)韓国はその顕著な例｡フィリピンは例外｡
35) シンガポールは例外｡
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否か) と輸出相対価格 (増加か減少か) に依

存す る｡東南アジア 7カ国に関 し,価格弾性

値は通常予想される商品特性 (一次産品では

非弾力的,工業製品では弾力的)を示 したが,

相対価格 はそれとは独 自に増減,かつその変

動幅 も微少であ った｡その結果,価格効果の

シェア変化に与える影響は,正負両方向かつ

低水準にとどまった｡他方,規模の効果の水

準 (符号)は,規模弾性値 (1より大か否か)

と輸入規模の変化 (増加か減少か) に依存す

る｡ 規模弾性値は,商品 ･市場にかかわ らず

概 して大 きく (総平均では 7カ国全てで弾力

的),また,輸入規模は,各輸出国に対 して一

様に高水準の成長率を示 した｡結果 として,

規模の効果 は正で大 きく, シェア変化に対 し

て支配的な影響力を持ち得たことになる｡品

質 ･選好などの非価格競争力を反映す るのは

規模の弾性値 と考え られる｡ この非価格競争

力を代表す る規模の弾性値が,規模の効果の

水準を,そ してさらに, ミクロ ･レベルのシ

ェア増 (正の純競争力効果)を も大 き く左右

したといってよい｡

〔付論〕 需給均衡分析からの方法論的

ノー ト

第 Ⅱ節の CMS分析にせ よ, そ れ を補完

す る第Ⅲ節の輸入需要函数に基づ く分析にせ

よ,3'国か らj国への商品の流れ (V,.jkもし

くは Xijk)は,j国の t国に対する輸入需要

としてとらえ られている点で,需要制約を重

視 した需要サイ ド (輸入国側)か らの輸出分●●

析であった｡ しか し,Z'国か らj国への商品

の流れは,i●国のj国 に対す る輸出供給 と考

えることもで きる｡ この場合,CMS分析の

類推で,いわば CSS分析 (ConstELntSupply

SharesAnalysis)とも呼べる方法が,各輸入

国の輸入競争力の分析に適用可能である｡そ

こでは,総供給に占める輸入 シェア (例えば,

Vijk/Vik,Vi,･/VL,Uj/W など)の増減が主

要な考察対象になる｡ この方法は,輸出供給

が輸入を決めると考える点で,供給制約を重

視 した供給サイ ド (輸出国側)か らの輸入分●●

析 といってよい｡36)それは,第 Ⅲ節 との対比

でいえば,輸出供給函数の導入 によって補完

されてよい｡

zl国か らj国への商品の流れは,また,j国

の Z一国に対する輸入需要 と 2●国のj国に対す

る輸出供給が相互作用 した結果実現 された需

給均衡値 と考えることもできる｡ この場合,

第 Ⅱ節のCMS分析に対応す るのは,貿易結

合度分析 (TradeIntensityAnalysis)であろ

う｡ 例えば,全商品 レベルでみた 2'国とj国

の問の貿易結合度 (I,･j)は, 第 Ⅱ節の貿易マ

トリックスに基づき,

Zij…(Vij/V,A)/(Uj/W)

-(Vi,./Uj)/(VL/W)

と定義される. 上式最初の定義か ら,2'国の

j国に対す る輸出依存度 (V,･j/Vi)が世界 の

j国に対す る輸出依存度 (Uj/W)に比べて高

ければ高いほど Zijの値は大 きい｡同様に,

上式第 2の定義か ら,j国の l'国 に対す る輸

入依存度(Vij/Uj)が世界平均のそれ(Vi/W)

に比べて高ければ高いほど Zl,･の値 は大 きく

なる｡ この意味で,Zij は, 需要側 と供給側

を同時に考慮 した,Z'- }一間 の貿易結合度を

表わす指標 とな っている｡37) この指標は個別

36)供給制約が需要制約に比べて支配的になるのは
稀であるし (石油危機以降の石油輸出の場合が
その稀な例か?), また,輸入分析は国内要因
に依存する需要分析の形をとるのが 自然なの
で,供給サイドからの輸入分析はこれまでほと
んど試みられていないようである｡

37)Iijの基準値は1 (世界平均)で, Ill)･が1より
大 (小)ならば, Z●弓 問の貿易結合度は高い
(低い)といえる｡ASEAN 諸国の対 ASEAN
輸出入比率は概して低いが, それは ASEAN
の市場規模が小さいためであって,貿易結合度
からみた (輸出入)域内依存度は,フィリピン
を除き,1を超えてかなり高い (Garnaut(ed･)
[1980‥Ch.1]参照)｡本稿のESCAPデータか
らも同様の結果が得られる｡
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商品 レベルで定義されて もよいし,また,輸

出国 2'と商品 Aの間の結合度,輸入国jと商

品Aの間の結合度など,多 くのケースに応用

可能である｡38)

2'国か らj国への商品 の流れを需給均衡値

としてとらえる場合,第Ⅲ節の輸入需要モデ

ルに対応するのは,輸入需要函数と輸出供給

函数に基づ く貿易需給モデル で あ る｡ こ の

モデルの示唆に富んだ典型例として,天野一

栗原-サムエルソン ･モデル (AKSモデル

と暗称) に言及 しておきたい [天野 ･栗原 ･

サムエルソン 1980]｡39)AKSモデルでは,

まず,j国の i国に対する輸入需要量 (M .I,･)

および i国のj国に対す る輸出供給量 (Xり)

を,相対価格と規模の函数 として

M,･,･-M,I)･(PM E,･/PM ,I,M j)

〔輸入需要函数〕

X Ej-X,･,･(PX ,･j/PX i,SX.･)

〔輸出供給函数〕

のように想定する (ただ し,SXi-i国の輸

出供給能力)｡ この需給函数は, 対数線型近

似の下で,成長率 (該当変数に 〈をつけて表

示) と弾性値 (a,FL,6,i,)を使 って,

(ii)

′ヽ 〈 〈 ′ヽ
M ,･,･-8E,A(PM.･j-PM ,･)+ILijM ,･

(8L,･<0,FLi,> 0)
/＼ /＼

xLj-E,･j(PX ,･j-P̂x i)+ レ,･jSX ,I

(E,I,･>0,LJi,･>0)

と書ける｡ さらに,需給均衡における恒等関

係

( iii) P̂x,･1-PM̂ ,･j,X ,･1- M E,･

〔需給均衡条件〕

38)貿易結合度分析の一般論については,例えば,
Kunimoto[1977】を参照｡また,ASEAN諸国
の工業製品輸出に対する応用例として,谷口

(編)[1980:68-74]を参周0
39)AKSモデルは,貿易シェアの決定に関する森

口モデル [Moriguchi 1973]が,需要函数 ･供
給函数 ･誘導型のいずれを基礎にしているのか
不明確であるとする Marwah[1976]の批判に
対して,再批判の形で提示され,森口モデルが

誘導型を基礎にしている事実を明らかにした｡
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/＼ ′ヽ
を考慮 して(ii)を PX.･)-および X,･)･について

解けば,誘導型の形で,

(iv) X".- 誌 [8iJ･E･j(PX･･-PM̂ j)

′ヽ 〈

′＼
+EEjlLijM j-8Ej叫 SXi]〔誘導型〕

〈
が得 られる (PX,･,･の誘導型は省略)｡

以上が AKSモデル の概要 で あ る. ここ

で, 特に,(ii)の輸出供給函数における価格弾

力性が無限大の場合 (E,･)･-+-)に は, Gv)の

誘導型は,
A 〈 ′＼ へ

(V) X,･j-8L,I(PX ,I-PM ,A)+ILijM ,･

〔E,･)･-+- の時の (iv)〕

と表現 されることに注意 しよう｡ 商品 Aで考

えれば,(Ⅴ)式はまさに第Ⅲ節(8)式の輸入需要

函数にはかならない｡従 って,本稿 Ⅱ ～Ⅱ節

における需要サイ ドか らの分析は,需給均衡

モデルのわ く組か らいえば,供給側が価格に

対 して極めて弾力的に反応する特殊ケースに

あたる｡ このケースでは,与え られた相対価

格に対応 して輸入需要が決まり,40)その輸入

需要に見合 って輸出供給がなされる｡ この意

味で,(Ⅴ)式は供給制約のない場合 と考えてよ

いのであるが,それはあ くまで AKSモデル

のような需給均衡体系を想定 した場合の帰結

であって,本稿Ⅱ～Ⅲ節の分析が供給制約の

ない場合を想定 しているわけではない｡本稿

の分析は,輸出を輸入需要 としてとらえた部

分分析であり,第Ⅲ節の輸入需要函数 ((8)式)

は,より一般的な需給均衡モデル (同時方程

式体系)における一つの構造方程式 とみなさ

れるべ きである｡41)

AKSモデルの誘導型(iv)は, 商品 kと対数

40)(i)において,所与の相対価格は PX,･)./PX.A,対

応する輸入需要量は,MiJ･-M,･j((PXij/PXi)･
(PXi/PMj),Mj)-MiJ･(PXt/PMj,Mj)となる.

41)例えば世界経済モデル (リンク･システム)の

場合,各国モデルは,通常,輸入需要函数 (お

よび輸出価格函数)により相互にリンクされ,
需給均衡はシステム内のどこかで適宜考慮され
る｡
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線型を明示 して,

(vi) ZnX ,･,･k- a,I,･k+ 77ijkP/n(PX ik/PM jk)

+71ijkMZnM jk+77.I,･kXZnSX ,.A

と書 ける｡ ただ し,誘導型弾性値 (71)に関す

る定義と符号 は,

(vii)

71,･jhP-8E,･kE,･,･k/(Et,･k-8i,･k)<0

771,･hM-EijkILi,･k/(E,･,･k-8高 )>0

77i'･kX- -8(jkL/,jk/(E.･j点-8.･jk)>0

である｡個式を ESCAP貿易マ トリックス･

データ (1967-1976年 に対す る実質データと

デ フレーク) に適用, 輸出供給能力 (SX ,･h)

を実質総輸出額 (X ,･k)で代用 して】.誘導型弾

性値 (77)の最小 2乗推定を試みたO しか し,

商品別 ･市場別の計 157の推定式の うち,相

に示 された符号条件を完全 に満た したのは32

ケース,中で も三つの弾性値が全て有意であ

ったのはわずか 9ケースに過 ぎなか った ｡ こ

のように,需給均衡 モデルの誘導型価か ら満

足のゆ く計測結果が得 られなか ったのである

が,その一因は,輸 出供給能力 (SX ,A)のデ

ータが必ず しも適切でなか った事実に求め ら

れてよい｡ しか しな が ら, その最大の原因

は,AKSモデルが, 基本的に, 各市場で異

なる輸出価格 (PM ijk)および各供給先で異な

る輸入価格 (PX ,.jk)を想定 して い る点 で,

ESCAPデータは AKSモデルに直接対応 し

ていなか った事実 にあると思われ る｡42)
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